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にあることから，財産所在地管轄（民訴法 3条の 3第 3号）に基づいて管轄が
肯定されるとし，Y2 については，民訴法 3 条の 6 に基づき，日本の裁判所の
管轄権が認められるなどと主張した。Y1 は，管轄原因の有無について何ら主
張することなく，本件では，訴えが却下されるべき特別の事情があるとした（民
訴法 3 条の 9）。この Y の主張に対し X は，加害行為は文書で明白な証拠があ
るから人証は必要がない，中国の弁護士の見解によれば本件は中国の裁判所に
訴えることができないものであって日本の裁判所で裁判ができないとなると控











































－124 （　  ）－
を受け付けていることを理由に他の会場で受験してほしい旨回答したことが窺






















































－126 （　  ）－
が強く，認定事実からはわが国との結びつきは Y1 の財産程度であった事件と






























































に関する通則法 20 条及び 21 条の適用可能性が否定されるわけではない。確か
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れる（大阪高判平成 15 年 4 月 9 日判時 1841 号 111 頁及び東京高判平成 27 年
11 月 25 日 LEX/DB25541803 参照）。本判決の特別の事情の判断は，全体的に
いえば，わが国よりも適切な法廷地が中国であるとの判断である，と捉えるこ
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